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無償用役と国民所得(続〉

長在部亮

6 

金融機関が提供する無償用役の問題は，第2節で述べたとおり 1)産業別

に要素所得を集計するとき金融部門がマイナスになってしまう，という一見

奇異な結果を調整するためにひき起こされた。

問題の性格を浮き彫りにするため，きわめて単純な設例によって考察を始

めよう。いま仮りに銀行の収入が，他の企業から受け取った貸付金利息、 100

万円と，為替手数料や保護預り料などの収入5万円とからなり，またその支

出が，賃金・俸給として40万円， f也の企業から購入した財貨・用役の代金25

万円，支払預金利息10万丹であるとしよう。その他の取引や経費がないもの

とすれば，銀行の幸lJi聞は30万円である。ところでこの貸付金利息は，銀行か

ら資金を借りた企業における要素支払いであり，当然その企業での付加価値

の中に含まれているので，重複計算を避けるためには，銀行の要素支払L、か

ら差し引かれねばならなし、。従って，銀行の要素支払純額は，賃金・俸給の

40万円，支払純利子〈頭金利息、マイナス貸付金利息〉マイナス90万円，利j関

30万円で，合計してマイナス20万円となるO すなわちこの場合，銀行は手数

料収入によって評価される 5万円の金融用役女生産するために，他企業より

25万円の財貨・用役(中間生産物〉を購入しているので，差し引き20万円と

いうマイナスの付加価値を生み出すことになるのである。

支払われていない金融用役の存在を仮定する現行方式では，他企業から銀

行へ支払われた貸付金利息 100万円が，銀行を経由してひとまず預金者へ手

渡される，従って実際の預金利息10万円に加えて， 90万円という利息が頭金

者に帰扇すると考える。しかし預金者はただちに，預金の管理・運用あるい
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は小切手の使用などにともなう銀行用役にたいする代金として，この90万円

を銀行へ支払うものとされる。銀行はその用役販売収入をもって令賃金・俸

給を支払い地企業から財貨・用役を購入する。このように考えると銀行の収

入は，貸付金利息 100万円，実際の受取手数料5万円，仮定された用役販売

収入90万円，計 195万円となり，またその支出は，賃金・俸給40万円，他企

業よりの購入代金25万円，預金利息10万円，預金者に帰属する利息90万円で

計 165万円，従って利潤は30万円となる。銀行の要素支払いの純額を求める

ならば，賃金・俸給40万円，支払純利子(実際および帰属の支払利子マイナ

ス受取利子〉ゼロ，利潤30万円で，合計して70万円となろう。この仮定のも

とでは，銀行は実際に支払われた以上に金融用役を生産しており，その生産

総額95万円から，他企業よりの購入額を差しヲ!¥，、た分が，プラスの付加価飽

もしくは純生産額となる。

つまり預金者は，実際の預金利息以上のものを収得するはずなのであるが

その本来の収得利子と実擦の受取利子との差額相当分を，金融用役の代金と

して再び銀行へ支払わなければならないから，銀行であらかじめこの差額分

の受け払いを相殺してもらい，実際の預金利息だけを受け耳元る形になってい

る。しかし国民所得の計測においては，この相殺された受け払いの存在を明

らかにさせ，実際の預金利患の他になお預金者に手渡されるはずの利子部分

(すなわち帰罵利子〉と，表面上は料金なしに提供されているように見える

けれども，事実としては相殺的に代金が支払われているはずの銀行の対預金

者用役〔すなわち帰属金融用役〉とを，はっきり算定する必要があるという

のである。 2)

単純化のために政府を一応考慮外におけば，銀行の預金者は家計と企業と

からなる。家計に帰属する利子部分は，個人利子所得の一部を構成し，また

家計にたいして提供された銀行用役はラいうまでもなく個人消費支出の一部

を構成する。だが企業の場合，その受取帰属利子は要素支払純額を求めるた

めに控除されねばならず，また企業に提供された帰属用役は，他企業からの

財貨・用役の購入とともに，純生産額の計算における控除項目，すなわち中
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間生産物の一部な構成することになろう O 従って，帰麗利子あるいは帰属金

融用役の総額は，これを家計への分と金業への分とに分割し，さらに後者を

その産業7JIJVこ配分しなければならなし、。現行方式では通常，預金残高の割合

にもとづく比例按分が行なわれている。さきの仮説例において，預金残高に

かんする家計と企業の比が4対 5であるものとすれば，家計の帰属利子は40

万円，企業のそれは50万円となり，この50万円はさらに産業労IJに糖分されよ

うO 要するに帰属利子概念の導入は，これを考慮しない最初の計算方式にく

らべると，非金融部門から金融部門へ合計50万円だけ付加価値の配置換え念

行ない，さらに40万円の付加姉億を新たに金融部門へ追加するという結果を

生む。そして，この40万門の追加分は，個人利子所得を通じて分配国民所得

を，また個人消費支出を通じて由民総支出を，それだけ高めることになるで

あろう。

以上の説明はもっぱら商業銀行にかんするものであったが，この問題は，

他から預けられた資金を投資に運用し，その投資収入の一部だけが預けた人

へ手渡される，というように想定できるすべての場合について起きるのであ

る。金融機関の種類によって，帰麗用役の取り扱いも若手異なってくるが，

その仮定のもつ基本的な性格と計算方法の特徴は，上記の仮説例において充

分に示すことができたと思う O 従って，その他の金融機関についての説明言ど

省略しても，問題の意義を見失うおそれはあるまい。

問題点をつぎのように整理してみよう O まず第 1に，さきの例では，貸付

金利息、 100万円が，銀行を経由してそのまま預金者に手渡されるものと想定

した。しかし金融機関の投資収入がすべて，預金者にのみ帰属すると仮定し

てよL、かどうか。例えば金融機関が預金以外の資金を投資に運用した場合，

その資金所有者と収入帰属者との関係をどのように考えるべきであろうか。

第2に，さきの伊jにおいて，金融機関の生産する金融用役は，有償の 5万円

分を除き，すべてみな預金者にたいして提供される用役であった。しかしそ

の他に，資金を借りるものにたいする金融機関の用役，すなわち貸付用役と

いうものを認めることができなし、かどうか。またもし貸付用役が存在してい



96 経済学研究第13宅金第3.4号

るものとすれば，その料金の受け払いはどのような形でなされているのであ

ろうか。

帰属利子論者が主張するように，頭金者はたしかに，通貨の管理・小切手

の清算・収支の記帳などの用役を，無料で、受け取っている。頭金者の一部は

家計であるから，そこでは明らかに，無償の消費用役が作り出され消費され

ているとみなければならなし、。しかしながら第3の問題点として，誰かにと

って無償の消費用役が生産されているという事実は，その見積り額を国民所

得に追加しなければならぬという手続きを，必然的に導き出すものであろう

か。すなわち，他の誰かが代りに支払っていると想定することができなL、か

どうか。いし、かえるならば，国民総支出中の個人消費支出を計誤nする場合，

金融業が無償で提供する消費用役と，金融業以外の企業によって提供される

無償の消費用役との間に，不斉一な取り扱いが許されてよし、かどうか。

第4に，さきの倒で企業に配分された帰罵科子50万円は，それぞれの企業

における中間生産物の使消額を示すものとして，付加個鑑計算の控掠項目と

みなされた。しかしこの処理は，つぎのような奇妙な結果をもたらすのでは

なかろうか。 A企業が銀行に預金し， B企業が銀行から借りているとき，銀

行のB企業にたいする貸付けが増加すればするほど，まずこA企業の銀行7賞金

が増加すればするほど、 A企業での純生産額はますます減少しなければなら

ない。この場合企業に帰属する金融用役は，果してどのような意味において

中間生産物なのであろうか。

第 5に，技術的な事柄ではあるが，帰属不1]子を家計と企業とに，さらには

産業別に分割するとき，預金残高にのみ比例させる現行の方法が妥当かどう

か，ある L、は個人企業の預金を家計分と企業分とに分離することが可能か，

などという問題も指摘できょう。

1) ii無償用役と ，北海道大学「経済学的究j第12巻第1号， 1962年 6

月， 4-6頁。

2) D. B. Ynterna， "NatiけnalIncorne Originating in Financial Intermediaries，" in 

National Bureau of Econornic Research， Studies in Income a抑dWealth， Vol. 

10， 1947， pp. 25-28. 
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R. Stone， "Definition and Measurement of the Natio口a!Income and Re!ated 
Tota!s，" Appendix in Measurement of National Jnco制官官 and the Construction 

of Social Accounts; Reρort of the Sub-Committee on National Jncome Stati 

stics of the League of Nations Co側四位'eeof statistical Experts， 1947， pp. 

40-41. 

なお，最近の国民所得推計における公式機関が，帰属利子概念をどのように考

えているかについては，例えば，

The United States Department of Commerce， National J，珂come1954 Edition， 
Stψ，plω~ent to Survey of Current Business， pp. 46--47. 

The United Kingdom Centra! Statistica! Office， National Jncome Statistics: 

Smげcesa四dMethods， 1956， pp. 144-145. 

経済企画庁関民所得言葉， r国民所得推計法J， 1958年， 126-129頁。
United Nations， A System of National Accounts and SUlう，portingTables， 

2nd ed.， 1960， p. 31. 

7 

97 

まず第1の問題，金融機関の投資収入がすべて預金者に帰属するという想

定を検討してみよう。もし，金融機関の投資収入はその運用資金の提供者に

余すところなく帰属すべきである，という前提が仮りに許されるならば，預

金以外の資金が投資に運用されている場合，例えば借用金とか営業余剰の一

部合運用した投資収入は，預金者にではなく，金融機関への貸し手とか出資

者に帰属するものと考えてよいであろう。

もっとも Yntemaが，この新しい概念を始めて富民所得計算の場に導入

したときの説明は， r銀行の得る投資所得は，元来そのまま預金者の所得で
あって，頭金者に支払われるべきものであるJめというようなし巾、方ではな

く， r金融機関に資金を提供するひとびと jへ， r実擦の支払配当および支
払利子を超えるj分が帰麗する，のという慎重な規定であったし，また最近

の米国商務省の報告書でも， r一般的にいうと，金融機関によって支払われ
る帰属利子は，金融機関の財産所得収入が，その委託された資金の所有者へ

実際に貨幣の形で返す財産所得合超過する額として誤.u定され， Jその受け取

りは， r金融機関が財産所得を獲得するために使用した資金の所有分Jに応、
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じてきめられる 5)と述べている。ただ実際の計算手続きをみると，商業銀

行については，その受取利子・配当から要求払預金と定期預金の支払利子だ

けを控除しこれを預金保有の割合に応じて家計・政府・企業および産業別

に帰属さぜ，その他の金融機関については，受取利子・配当から支払利子・

記当のすべて，あるいは支払利子と利潤の合計を控除しョそれ宏一括して家

計に:帯構させており，預金者以外の資金提供者へ帰属する分にたいする配慮

は，かならずしも明確とはいえない。

わが国では，産業7JIJに要素支払純額を計測していないので，企業iJ;受け取

る帰購利子の産業分割とし、う難問題は回避され，個人利子所得および個人消

費支出中の 1項目として，家計に帰属する分だけがとり上げられる。その

際の計算手続きとしては，帰罵利子を一般金融機関の分と生命保険会社の分

とにわけ，読者は，一般金融機関の証券投資収入と貸付利子収入から，預金

・債券・借用金などにたいする利息，および日銀からの借用金利鞘を控除し

たものに，個人・法人別預金残高などをもとにして求めた個人分比率を乗じ

て算出する。めつまりここでは，金融機関の投資収入がすべてみな預金者に

帰属するとは考えられていない。ただ，預金者以外の資金供給者にたいして

は，実際に貨幣の形で、支払っている額しか渡されず，残り全部が預金者のも

のになってしまうというのである。

稜々の計算方法に含まれる意味を比較検討するため，つぎのように整理し

てみよう。帰属利子を計算するとき，受敬意IJ子・配当から差しヲiかれる項g

として，げ)支払預金利子， ('ロ)支払利子総額，付支払利子フ。ラス支払配当，付

支払利子プラス利潤，の 4つを区別できるであろう O 付)の場合，投資運用資

金はすべて預金によって調達され，従って預金以外の資金i土もっぱら用役生

産のために使用されていることになる。(ロ)の場合は、預金と借用金が投資に

運用されているO しかし帰麗利子がすべて預金者に支払われるならば、活用

金を投資に運用して獲得した収入は，その貨幣利子分にすぎないことになっ

てしまう。またもし帰属利子が，預金者とかぎらず一括して家計に支払われ

ると考えるならば，それはこの金融機関の発行する債券などが，すべて家計
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によって保有されているとみなすことになる。付の場合，無償で提供される

用役の価値中には，支払配当に充当すべき利潤が含まれていないことを意味

する。あるいは，株主の所有に帰する資金が，一部は投資に一部は用役生産

に用いられ，その分割比率として，支払配当の利潤にたいする比率と，留保

利潤および法人税の利潤にたいする比率がそれぞれ考えられている，とでも

解釈する他はない。そして付の場合，金融機関はその用役生産によって，全

く幸1]1関を得ることができないわけである。

この開題にかんする Rugglesの態度は，非常に混乱しているように思われ

る。彼は1949年の著書芸で，商業銀行の帰属利子を計算するに際し，その受取

利子・配当から何も差し引かずに，全額を預金者にt昂麗させている。 7)彼が

用いた仮説{7!Jでは，商業銀行の支払利子を 3万ドルと明記してあるけれど，

それがどのような性格のものかはっきりしなし、。しかも新しい著書の中では

lB著と全く同じ例を使用しながら，その 3万ドソレが預金者に支払われると説

明し，商業銀行の受取利子・配当から支払利子・記当を差し引し、た残額を，

預金者の受け取る帰属利子と規定しているomつまり，前記の付と同じ方式

をとっているのである。ただそこで，配当も預金者に支払われると述べるの

は，商業銀行を例えば穏互貯蓄銀行のような形式で考えようというのであろ

うか。

Stoneや Shoupの帰属利子にかんする説明9) においても，預金以外の投

資運用資金とその所有者にたし、する収益帰罵は，全く考麗されていない。要

するに帰属利子論者は，預金以外の資金による投資収入をも，できるだけ預

金者に帰麗させようとする偏向性をもっているようである。しかもそれが，

資料の制約にもとづく使宜的処置なのか，何か他に特別な理由があってのこ

となのか，全く不明確といわなければならない。

ところで，金融機関の投資収入がその資金女提供する預金者や貸し手に帰

属する，とL、う最初の前提自体に問題はないであろうか。この前提は結局，

銀行の経済的機能な投資仲介者あるいは投資代行者のそれにすぎない，とみ

なすことに通じる。例えば，預金者がみずから銀行の仲介によって投資を行
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ない，その投資収入をひとまず所得として受け取り，その後銀行へ仲介の謝

金を支払う。銀行は投資を仲介もしくは代行したにすぎないのだから，投資

収入は始めから委託者自身のものである，ということにもなろう。しかしそ

のような想定は，現実の金融市場を歪曲して画き出すことになってしまう。

銀行の投資活動の内容を，預金者の投資行動に直結させて解釈することは，

あまりにも非現実的である。 Speagleと Silvermanが，帰麗利子論者は，商

業銀行の業務にたいする正当な認識を欠き，あたかもメヅセンジャー・ボー

イか郵便配達のように取り扱っている10)と非難するのも，ある意味におし、て

当然といえよう。

第 2の問題点へ進もう。帰属利子の想、定は，借り手にたし、する金融用役と

いうものを全く無視することになるが，これについては，例えばカナダにお

いて，帰属利子概念の採用に先だち，カナダ商業銀行の収支報告書が分析さ

れ，銀行の提供する無償用役は，借り手よりもむしろ預金者の方を益する，

とL、う結論に到達したといわれる。 11)しかし米国商務省はなお，無償用役の

すべてが預金者に提供され，イ昔り手の方へは提供されないという仮定の妥当

性が，疑わしいものであることを自認しているom借り手へ提供される無償

用役というものが，ともかくも存在しているとすれば，問題はその意味で、あ

ろう。

再び前の単純な仮説例にもどる。無償の銀行用役は90万円であった。いま

もし，この 3分の 2が預金者に 3分の 1が借り手に与えられるものとしよ

う。このとき預金者については，帰属利子論者の論理に従えば，本来70万円

の預金利息を受け取るはずで、あったのに，実際の利患が10万円にすぎないの

は，無償用役の料金支払いに見合うものとして，あらかじめ銀行で60万円分

が栢殺されてL、るからである，という解釈が成立する。しかしながら，借り

手についてはどのように考えるべきであろうか。措り手は利恵 100万円な，

銀行へ支払っている。この 100万円にはいうまでもなく， I無償J用役は含

まれていなし、。とすれば，借り手はもともと，無償用役の料金30万円分を含

めて， 130万円を銀行へ支払うはずで、あったのに，銀行から受け取る30万円
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相当の収入があるので，相殺して 100万円だけを実際に支払った，とみなす

ことができるであろうか。勿論それはおかしし、。借り手にとっては，預金者

とちがい，無償用役の購入代金と相殺しうるような収入を，銀行から受け取

る理由が作jもないのである。

銀行は，その貸付業務会行なうにあたって，少なくとも帳簿や用紙などを

消耗し，貸付を担当する銀行員の労務をついやす。それらの費用を，何故借

り手は支払おうとしないのであろうか。 また何故銀行は，それを借り

求しないのであろうか。 1つの考え方は，借り手が実際にそれを支払ってい

るのではなかろうかということである。つまり，借り手にたいする用役は?

無慣ではなくて有償なのではなかろうか。貸付用役にかんする経費は，貸付

金利息、の中に含めて請求され，借り手は，資金にかんする純賃借料と貸付用

役料金の合計額を，手IJ患の名称で一括して支払う。このような想定も，現実

的にみて決して無理とはいえまし、。もしこの想定が許されるならば，借り手

が食業の場合，その用役料金支払L、は中間生産物の使消を示すから，貸付金

利患の全額を要素支払額とみることはできない。

いま 1つの考え方は，誰かが借り手に代って支払っているということであ

る。銀行が明らかに情り手へ提供した用役の経費を，その用役をうけたもの

が支弁ぜず，しかも銀行が欠損を背負っているのでもなければ，代って支払

うものがし、なければならなし、。この場合，それは預金者であると考えるより

他なL、。しかし何故，借り手にたし、する用役の料金を，預金者が支払わねば

ならないのか。考えうる理由は，預金者みずからが資金を貸付け，本来は預

金者みずからが借り手への用役を提供すべきであったのに，その用役提供を

銀行に代行させたと仮定することであろう O しかしこの仮定では， f昔り

7こし、して与えねばならぬ用役の経費は，いわば貸付金利息の収得に必要な経

費となる。 1950年における国連統計局は， I預金者は，家屋の所有者と丁度

同じように，別の企業者の一種とみなすこともできょう。そうすると，実際

の銀行費用あるいは帰農銀行費用は，預金者の営業経費とみなされるであろ

う。J1めとし、っている。現在の関連統計局は，最早このような解釈の可能性
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を公けに表明してはいないが，注目すべき見解と思われる。家屋の賃貸料が

そのま1主要素支払額とはみなされないように，経費を含んだ貸付金矛Ij，l君、も，

開様f;:'要素支払額とはみなされなし、。

借り手への用役料金が貸付金利患の中に含まれているという考え方は 9

妙な解釈であろうか。勿論ここでは，利子概念の抽象的な意味を問題にして

いるのでなく，利子という名称で現実に支払われているものの内容，つまり

利子駅入の現実的な性格を考えているのである。

3) 経済企濁庁国民所得課，前掲養， 127頁。

4) D. B. Yntema， op. cit.， p. 25. 

5) The U. S. Department of Gommerce， 0ρ'. cit.， p. 100 and p. 102. 

6) 経済企画庁， 1昭和35年度国民所得白書:j， 1962年， 101真。
7) R. Ruggles， A持 Introductio珂 toNational I.百comea叫dInco脚 eA四alysis，

1949， pp. 56-58. 

8) R. and N. D. Ruggles， Nutional Income Accounts a刊dInco脚eA担alysis，

1956， pp. 60--62. 

9) R. Stone， op. cit.， pp. 40-41， 47-48 and 66-69. 

G. S. Shoup， Princiρles of National Income A刊alYsis，1947， pp. 40-43 

and 138-140. 

10) R. E. Speagle and L. Silverman， "The Banking Income Dilemma，" Review of 

Economics and Statistics， May 1953， p. 131. 

11) The Statistical Office of the United Nations， Nati・onalInco間昭 Statisticsof 

Various Countries， 1938-1947， 1948， p. 18. 

12) The U. S. Department of Commerce， National 11Zco附 e1951 Editio1Z， p. 41. 

ibid， 1954 ed. p. 47. 
13) The Statistical Office of the U. N.， Natio1Zal 11ZCO仰1eStatistics of Various 

Countries 1938-194.8， 1950， p. 23. 

8 

第 3の問題点は，無慢の消費用役が実在することと帰属計算を行なうこと

との関連である。預金者は現金の所持にかんする危険，運搬の手数，受け払

いにともなう煩雑さをまぬがれており，事実そのような無償の恩恵を受けて

いることを，明らかに意識できるであろう。しかし致用を与える用役が存夜
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L，それが使用者によってはっきり意識されているというだけでは，国民所

得計算の現行方式に取り上げられる充分な理由にならなし、。市場価格を媒介

とする現行方式の考え方では，たとえ使用者自身が対価支払いをしなくとも

誰かがそれを支払っているならば，その支払いの局面で計器されるのが原則

である。そして，何びとによっても支払われていない場合，始めてその帰属

価値が付加的に計算されることになる。

例えば，企業が顧客である個人甲へ提供した用役の経費を，顧客乙へ販売

する商品の代価に含めて回収した場合，それは甲にとって無償用役の消費で

あるが，乙への叛売という局閣でこれを包括的に評髄するのである。その分

をあえて乙への販売儲格から差し引き，Eflの消費支出につけ加えるというよ

うなことはしないし，また乙の購入額をそのままとしながら，甲への帰麗価

値を付加したりするような二重計算は，当然避けられている。しかし消費者

が自分の所有家麗を使用しているときは，自分自身は勿論他の何びとも家笠

宮支払ってはいなし、から，帰属家賃-の付加計算が考慮されるのである。

このような処置は，誰が何時，どのような用役を受け取り，またそれをど

れだけ使消したか，という観点よりすれば，たしかに問題を残しているであ

ろう。例えば Hagenと Buddは，ラジオおよびテレビ放送の消費者に与え

る用役が，車接これを受け取ったひとびとの泊費とならずに，スポンサーで

ある企業の生産物の価値中に含められ，従ってその生産物を購入したひとび

との消費となるのは，非現実的であると主張する。 14)ラジオ・テレビ放送が

その聴視者に提供する用投は，料金を支払って見物する映画・演劇などから

享受するもの，あるいは購入した密書・新聞，有料の講習会などによって得

られるものと同様の，消費用役であることに違いはなし、。この用役価値を，

スポンサ{である企業の中間生産物として処理し，全然別の損費財の価f寝中

に再現することは，上記の用役が現実にもっている性格と，現実に消費され

た時と場所とを，適礁に示さないことになる。だがこれは主として配分の問

題であって，付加の問題ではなし、。誰かが代りに支払っているかぎり，

され消費された用役の市場髄値は，結局において評価され，付加価値総額の
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何処かに含められているはずである。

一般的にいって，企業が消費者に無撲で提供する用役の経費は，通常他の

局開での取引においてかならず回収され，その意味では結局有償である，と

みることができょう。由民所得計算において Hagenと Buddの批判をき

わめて稀な例外とし，金融業以外の企業によって提供される無償用役の問題

が，現在までほとんど取り上げられなかったのは，そのためであったと思わ

れる。一見無償の形をとる提供も，結局は有償になっているというよ記の考

え方を，何故金融業だけについては適用できないのであろうか。

第7節で，借り手への銀行用役という開題を取り扱ったとき，この用役料

金が貸付金利息の中に含まれているとみることも，現実的な 1つの解釈であ

ろうと考えた。そうした解釈をさらにいま一歩進めて，預金者にたし、する銀

行用役も借り手が支払っている，すなわち貸付金利息の中に，いわゆる無償

用役の経費が全部含まれている，と解釈することはできないであろうか。銀

行が貸付金利息の獲得としづ業務を遂行するためには，預金の蒐集が必要で

あり，その蒐集のためには，預金者へある種の用役を提供しなければならな

い。この用役経費を料金として預金者に請求することが，営業上好ましくな

いものとすれば， f昔り手への用役料金と一緒に，借り手の方へ誇求ーすると考

えることは，果して非現実的な想、定であろうか。この想定の下では，預金者

にたいする無償用役の実在を承認しながら，その帰属計算を行なわずにすま

ぜることができるのである O

これに類似する事例は，金融業以外の場合について，容易に探し出すこと

ができょう。例えば，卸売業者が製造業者へ無償の用役を提供し，その実際

経費を卸売価格に含めて，小売業者から回収するという，きわめてありふれ

た事例について考えてみよう。いま，ある商品の工場渡し価格が 5万円，無

償用役の経費が 1万円かかったものとする。国民所得計算の現行方式では，

例えば工場渡し価格が本当は 6万円で、あって，製造業者はその代金を受け取

ると同時に，卸売業者へ用役購入料を 1万円支払うことになるから，この 1

万円分の受け払いがあらかじめ相殺され，従って現実には， 5万円という残
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額支払いがあっただけなのだ，などとは決して考えないのであるO あるいは

また，製造業者が本来の収入額より少なく受け取っているために，卸売業者

は提供した用役の対価支払いを請求しなかったのだ，などという仮定を適用

することは決してないのである。ところが，金融業についてはそれを行なっ

ている，といってはいL、過ぎであろうか。

Kaleckiは，帰罵矛IJ子概念をつぎのように批判する。消費者にたいして実

擦にある用役が提供されているという事実は，必然的に，それを個人の所得

と消費の中へ含めねばならない，ということに直結しはしなし、。何故なら同

じ理由でもって，非常に多くの地の用役価値~，例えば公園の使用なども，

個人の所得と消費の中に含まねばならないことになるからである。このよう

な処置は，その支出決意の中で全く考慮されていない項目を，他人の所得と

消費へ含めることになるので， r有用性は疑わしく，むしろ混乱をもたらす
ものと思われるJ15)と。また Margolisも，このような帰属は，経済的な決

意、が形成される過程の分析を助けるかどうか疑わしい，という非難を述べて

L 、る016}

第4の問題点は，帰属利子の想定によれば，銀行の貸付けが;増加すればす

るほど，預金をしている企業の側で，純生産額がますます減少するという

妙な結果を生むことで、あった。企業に帰属する無償の金融用役は毛一体どの

ような意味の中間生産物なので、あろうか。

ある用役が最終生産物であるか，もしくは中間生産物であるか，その判定

基準を何に求めるべきか，という問題が特に激しく論議されたのは，後に触

れる一般政府の提供する無償あるいはほとんど無償に近い用役の処置をめぐ

ってであった。そこでは，中間生産物の判定基準として，再販売のための購

入あるいは当該計算期間内に企業の経常費となる購入，最終生産物を作り出

すために使用された用役，消費者によって享受されなかった用役，という 3

つのものが混乱したまま用いられているO われわれはこれらを，それぞれ支

出祝点・産出視点・厚生視点と名づけ，明確に区別し整頓しようと企てるの

であるが，企業へ提供される無償の金融用役は，支出視点からみると全く中
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間生産物でありえず，産出視点からはおそらくその一部のみが中間生産物と

考えられ，そして厚生規点からみて始めて全額が中間生産物ということにな

る。

無償の用役が市場経済的費用計算に入らぬことは，最早説明を必要としな

い。ただ，銀行における小切手の清算などの用役は，頭金者である企業の固

有の生産活動にも，し、く分貢献するところがあろう。従ってその分だけが，

産出視点における中間生産物とみなされよう。厚生視点からの中間生産物は

それが完全に無償であるならば，国民所得なり国民純生産なりに計上しなけ

ればよいのであって，処理はすこぶる簡単である。しかし帰属金融用役の場

合は，現実に行なわれていない取引が仮定されており，それが他の実際の取

引成果を相殺するので，奇妙な結果を生み出すことになってしまう。

米国商務省の Jasziは，彼の個人的な見解として，企業への帰属利子を中

間生産物とみる商務省の現行方式に疑問をもち，新しい処理方法を提案して

いる。それによると，銀行は労務用役や地企業の財貨を購入しながら，その

大部分を市場において再甑売しないので，この分だけ赤字になってしまう。

つまり全産出の価舘が，この再販売されない購入初当分だけ過小評価されて

いる。とすれば，帰属科子の収得者によって区別することなく，過小評価を

全額是正する必要があるとL、ぅ。 17)再販売されない購入というのは，後でも

述べるように，政府の問題を取り扱う場合，米国商務省が強調したスローガ

γでもあった。 Jasziは，政府にかんする処理方法との間の類似性を考

えているようであるomしかし，政府における支出と収入の非関連性宏，金

としての銀行に認めるのは，いささか行き過ぎではなかろうか。税金を政

府の競売収入とみなすことが非常に無浬なように，それと悶じ程度に貸付利

息、を銀行の販売収入と考えることも無理であろうか。

金融機関の提供する用役を政府のそれと同じように取り扱うことは、オー

ストラリアにおいて実擦に行なわれしている。 19)ただその根拠は Jasziとは

違い，おのおのの預金者にとって，その受け取る帰属利子と帰属金融用役と

が，金額的に合致するとし、う仮定が是認できないこと，またその用役女借り!
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と預金者に，さらに各部門別に割りふるのは原則的に不可能なためラむし

ろ金融機関を社会全体にたいする用役の提供者とみなす方がよいであろう，

というのである。

最後の問題点は，純粋に技術的な事柄である。帰属利子を家計と企業とに

さらにまた産業別に分割するとき，預金残高のみに比例させ，預金の回転を

考麗していないという問題，あるいはそれ以前の問題として，産業別の分割

が困難なこと，また家計分と企業分とに分離できない部門の存在などを指摘

できょう O

このような資料の不備にもとづく問題は，統計調査の改善・拡充とともに

徐々に解摘していくものであり，いままで論じてきた各問題点にくらべると

むしろ些細な事柄といえるかもしれなL、。しかし少なくとも現在の段階にお

いて，帰属利子概念を導入する方法には，技術的に間難な多くの問題がつき

まとい，いくつかの便法によって始めて実行可能なのだということを，記憶

しておくべきであろう。何故なら，次節で触れるように帰属利子論者は，他

のある接近方法にたいして，それが技術的にみて非常に閤難な問題を内告す

ると非難することにより，白説の優位性を主張しているからである。

14) E. E. Hagen and E. G. Bl1dd， "The Prodl1ct Side: Some Theoretical Aspects，" 

in A Critique of the United States I.招comeand Product Acco伽 ts，(National 

Bureal1 of Economic Research， Studiω 初 Incomeand Wealth， Vol. 22) ，1958， 

p.237. 

15) M Kalecki， "Further Gomments on the Department of Gommerce Series，" 

Review of Economics and Statistics， Al1g. 1948， p. 196. 

16) ]. Margolis， '電NationalEconomic Accol1nting: Reorientation N田ded，"ibid， 

Nov. 1952， p. 298. 

17) G. Jaszi， "The Conceptl1al Basis of the Accol1nts: A Re-examination，" in 

Studies in I.日co例eand Wealth， Vol. 22， p. 67. 

18) Gomment by G. Jaszi on Bowman's and Easterlin's Papers， ibid， p. 213. 

19) The Statistical Office of the U. N.， 0ρ'. cit. 1938-1948， p. 22. ditto， Methods 

of National Income Esti問ation(Provisional Issue)， 1955， p. 54. 
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9 

帰属利子および帰属金融用役の概念にたいして，その不明確性や非現実性

や，あるいはその不合理性をいかほど指摘し批判したとしても，ただそれだ

けでは，これを完全に克瓶するに至らなし、。帰麗利子の想定は，産業7JIJ純生

の計測において，金融業がマイナスになるという奇異な結果言どなくし，うに

盟商務省がそれまで採用していた aggregatesof individuals法20)のような，

金融業だけを特別扱いにするという不統ーを避け，かつ産業活Ijの計算から分

配されるべき分け前7J1jの計算に移行するとき，家計が実捺に受け取っている

利子を，単純に集計できるようにするためで、あった。従って，帰麗利子概念、

を用いずにこれらの諸問憩を解消しうるような，新しい7.lIJの方法が考案され

ぬかぎり，真の解決には到達できないのである O

それ故，米国荷務省の公式的な見解においても，またその代表者の個人的

な論述においても，帰麗利子計算の欠点を充分に自認しながら，これまで提

案されてきたどのような代案も，真に満足な解決を与えるものとはいえない

から，現行の方式が最も無難なのだ，ということが主張されている。山また

商務省の国民所得勘定を再検討し，その改善と補充について勧告するために

設けられた国民経済勘定審議委員会も， r現在の取り扱いは，銀行業務の性
格について非現実的な描写を与える。JとL市、(ただしその理由については

何も述べていないが)，金融業における「企業活動の現実に， もっとぴった

り合致するような他の処理方法，もしできうるならば，もっと単純な方法j

を展開するように，再検討が望まれる 22)と勧告しているのである。

帰属利子概念を導入して支払純利子の計算をすれば，すべての産業にたい

して統一的な取り扱いを施すことができ，各産業での支払純利子の合計額は

たしかに家計の受取利子総額を示すことになる。しかし資金の預託者にたい

して無償の用役を提供するとL寸仮定は，金融業におけるマイナスの付加価

値とし、う計算結果を，何時でも完全に解消しうるものであろうか。例えば，

自己資金のみを他の企業に貸し付けているような金貸業では， tJ'l託者への帰
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属幸Ij予言ど全く考えることができないから，受取利子はそのままマイナスの支

払純利子となり，それが他企業から財貨・用役を購入しているとすれば，賃

金・俸給などの要素支払いによって補いきれないマイナスの付加儲植を，か

ならず残すはずである。もっとも，金融業部門全体について総括すると，そ

のマイナスの付加価鑑は，他の金融機関でのプラスの付加価値によって相殺

されてしまうであろう。労務用役を購入しているのに付加価値がマイナスに

なることが，あくまで奇妙な計算であるというならば，そうした奇妙な結果

はなお部分的・僧別的には解消していなし、。それは，いわば全体的・相殺がJ

に救済されているようにみえるだけなのである。

現行の帰属利子方式に代わるものとして，かつて Warburtonが行なった

提案は，今なお注目に鑑いすると忠、われる。被はある産業における所得を，

その産業で、家計へ支払われたものと企業に留保されたものの合計とみなし，

他の企業へ支払われたものはすべて除く，とL、う方法を提案する。利子につ

いていうと，慣行的な方式では，支払利子から受取利子を主主しヲ!¥，、た支払純

科子という形式をとるのであるが Warburtonの提案によれば，各部門の

支払利子から，金融業を含むすべての企業への支払L、分を控除し，家計に支

払われた分のみを取り上げるのである。 2めそうすれば，金融業部門でのマイ

ナスの付加錨値という奇妙な結果を回避でき，すべての産業について方法を

一貫さぜることも可能で、あり，また家計の受け取る利子の総額は?産業別の

値を単純に集計するだけで求められる。

この提案は， Ynt巴maの帰属利子論にたいする批判としてなされたのであ

るが， Yntema自身は，そのような産業別所得というものは， (的技術的に非

常に閤難であること， (b)あまり有用でないこと， (c)貨幣の形における支払い

だけを取り上げるのは不充分である，と反論している。 24)正確な推計値を得

ょうとするならば，帰属利子の算定にも，前節で述べたような技術的な罰難

きが，少なからずつきまとうものと考えられるから， (a)の点はいわば両者に

共通する問題であろう。また Warburtonの提案そのものは，単に帰属利子

を否定するだけで，いかなる場合にも所得計算を貨幣による支払いのみに限



110 経済学研究第四巻第3.4号

定しなければならぬ，という必然性をもつわけではなし、から， (c)の点も一応

問臨外としてよいであろう。従って議論の焦点は 2つの産業男Ij所得のうち

どちらがより有用か，ということにかかわる。

Yntemaの主張すなわち慣行的な方式"1，ある産業で作られた所得lncome

originating in an industryという考え方であり Warburtonの提案による

方式は，産業別所得をある産業から出された所得 incomederived from an 

industryとして考えるのである。結果的にみると，南者の相違は，各産業に

配分されている利子と配当の部分的な大きさのみで，前者の発生所得におい

ては，支払純利子および支払純配当が求められ，後者の派生所得では，家計

へ支払われた利子・記当が算出される。しかし，その他の項目についてはす

べて，両方式とも，家計に支払われたものと，企業に留保されるものによっ

て構成されているのである。

国民所得を産業別に分類するということは，各産業の国民経済全体の中に

おいて占める地位，および全体にたいする寄与の程度を評錨しようとするわ

けであるが，この場合の産業7J1jとは，いったい何を意、味しているので、あろう

か。理論的には，生産される品目の賀的な相違にもとづく，経済活動の類型

分類化を指すのであろうが，現実の操作としては，それぞれの類型における

経済活動を，主たる業務としている企業種別による分類ということにならざ

るをえなし、。それは， '1慣行的な国民所得計算が，多くの場合生産物の品目別

データマピ基礎とせず，企業の収支計算を手がかりとする計測にもとづくため

である。現実の企業が，その分類さわした産業に商宥な活動のみを行なってい

るのではない場合，経費や利潤の計算を活動種別毎に最後まで追求すること

は，非常に困難な手続きになってしまうからである0251

生産要素への報酬を集計して国民所得を求めるという要素支払法も，当然、

企業を中心にして処理されている。ところが，企業における支払し、の穏類に

よって判定するかぎり，生産要素にたいする報酬ということも，理論的な形

式がそのまま貫徹されるものではなし、。例えば，同じ労働用役にたいする報

罰!でも，それが家計へ支払われた場合は賃金となるが，もし金業へ支払われ
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ると，賃金を合むいろいろな項目に分解されることになり，また非法人企業

の業主および家族従業者にかんしては，それが利潤としてゐらわされる。従

って，国民所得計算における要素費用，あるいは要素支払L、は，その名称ど

おりに考えた生産要素報酬とかならずしも合致するものでなし、。

ある産業の発生所得は，その産業において使用され支払われた生産要素の

報酬からなるのであるが，このように「制度的に決定される支払いの様式と

経済的な類型との間にくい違いJ26)がある場合，生産要素の使用された場所

(企業〉と，生産要素へ支払われた場所(企業〕とが，同じではない事例も

生じうる。そのときは，通常後者によって前者を判定するo つまり Yntema

も明言しているように，例えば企業Aの支払っている労働用役が，企業Bで

使用される場合， BからAへの支払いは要素支払いではなく，企業用役にた

いする支払いとなるから 27)この労働用役は，あたかも企業Aで使用されて

いるかのように処理されてLまうのである。従って，産業別の発生所得にか

んする有用性，すなわち使用された生産要素の産業分布を適確に示すことに

よって，国民経済における各産業の相対的地位を明らかi'こしうるということ

は，かなり害事jりヲI¥，、て受け取られねばならない。

さらにまた，発生所得方式で，産業f訟の支払純利子および支払純配当を算

定することは，tこだ単に二重計算を避けるという，集計上の便宜にもとづく

ものであって，要素支払いの実質的な意味にたL、する配慮がなされていると

は考えられない。何故なら，それぞれの産業において，受取利子がそのまま

支払利子に廻されるわけでもなく，また受取配当をもって支払配当に充当す

るわけでもなし、からである。それらの受取りと支払いが相殺されて，例えば

支払純利子がゼロになると，その産業では，芳IJ子を事実支払っているにもか

かわらず，利子を報酬とする生産要素が，全然使用されていないかのように

示されるのであるo Kuhnのように，理論的な要素費用の意味と，統計的な

それとが非常にくい違っているので，要素費用による国民所得は意義なし，

ときめつけること28)もいささか極端すぎるであろうが，まずこ Rugglesのよう

にー完全競争均衡が前提されなければ，要素報酬による国民所得は，
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な要素配分を示すものでないと批判する29)ことも，あまりに厳格すぎるよう

であるが，産業部の発生所得がもっていると主張される有用性には，吟味を

要する問題が少なからず含まれているのではなかろうか。

産業別の派生所得という計算方式は，分配国民所得の産業)3IJ組み替えにお

いて，個人利子所得も錨人賃貸料所得も産業別に分割配分した場合と，結果

的には同じことになる。それは，厳密な意味での産業別生産国民所得とは兵

なる。しかし，その有用性がきわめて低いとはいえぬであろう。一般に，あ

る集計{症の有用性は，含まれている意味の明磯さにも依存しよう O 各産業で

個人に支払われた所得および企業に留保された税込利潤の合計，という意、味

内容は，帰属利子を導入した発生所得，すなわち企業に帰農する無償の金融

用役をそれぞれの産業において差し引くというような，そういう産業別所得

の意味にくらべて，はるかに明確であるといわなければならなし、

20) D. B. Yntema， op. cit.， pp. 24-25 and 27-28. 

G. S. Shoup，。ρ'.cit.， pp. 107-108 and 140-141. 

21) The U. S. Department of Oommerce， 0ρ'. cit. 1954 ed.， p. 47. 

G. laszi， 0)う'.cit.， pp. 63-64. 
22) The Natio悦alEconωnic Accounts of the United States: A Rφort bY the 

National Accounts Revieω Committee of the National Bureau of Economic 

Research， 1958， p. 94. 

23) Comment by C. i九Tarburtonon Yntema's Paper， in Studies 托 I目comほ and

防をalth，Vol. 10， pp. 69-70. 

24) Reply by Yntema to Warburton's Comment， ibid， pp. 80-81. 

25) United Nations， 0ρ. cit.， pp. 31-32. 

26) S. Kuznets， "National Income，" in Encycloteadia of the Social Science， 1933， 

reprinted in Readings in the Theory of InばomeDistribution， ed. by羽T.

Fellner and B. F. Haley， 1949， p. 33. 

27) D. B. Yntema， ot. cit.， p. 31. 

28) ]. W. Kuhn， "The Usefulness of the Factor Cost Concept in National 

Income Accounting，" Review of Eco珂omicsand Statistics， Feb. 1954， pp. 

93-99. 

29) R. Ruggles， "Concepts， Sources， and Methods of United States National 

Income Accounts，" Econometrica， luly 1952， p. 469. 
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帰属利子の問題は，産業別の付加髄龍計算の場から発生した。従ってこの

問題にたし、する吟味は，産業別付加価値とは一体何であるか，とL、う反省に

当然、結びつかねばならなし、。ある産業における付加価値，すなわちある産業

で作り出した生産物のうち，その産業自体が新たに付け加えた価{直部分をぬ

き出すためには，他の産業に依存している部分をことごとく排除する必要が

あろう。そうでなければ，その産業の国民経済全体にたし、ーする純貢献安，適

礁に示すことにはならないからである。ところで，他の産業に依存するとい

うことを，どのように考えるべきであろうか。慣行的な処置によれば，他の

産業に属する企業からの購入はすべて，他産業に依存する部分に穏当し付

加価儀計算における控除項目になる。だが，他の産業に属する企業へ支払わ

れる利子と配当のみは，他産業に依存する部分とは通常みなされていない。

しかしそのような差別は，利子および配当を獲得することが企業本来の経済

活動であるような，そういう金業の存在を考慮に入れると，若子の疑問が生

じる。

金融業に所属する企業は，資金を運用して投資収益を獲得することを，企

業活必!の本務としている。その本務を遂行するにあたっての，収入と支出を

調整する経済計算の性格は，他の産業部門に属する企業のそれと本質的に異

なるものではなし、o Warburtonは，銀行およびその他の金融企業を，いわ

ば資金用役の製造販売業として考えることもできるというが 30)そのような

想定のもとでは，銀行などに支払われる借入金利息は，借り手の企業におい

て発生した所得で、なく，その生産物{剛直に含まれている中間生産物であり，

従ってこの資金用役を生産した銀行では，貸付金利息を用役の販売収入とし

て処理しなければならないomしかも，この用役販売収入の他に，何か特別

な帰属用役などを仮定する必要がなし、から，帰属利子概念は最王手無用かつ無

意味え虚構となってしまうのである。

Warburtonの主張する，ある産業からひき出された所得という考え方は，
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要するに，産業分類が企業を基礎にして行なわれ，要素費用の識別が，すべ

て実際的には企業の支払いにもとづいてなされているという操作を，統一的

にあらゆる場合に適用じたことになろう。殊にそれは，利子の取り扱い

貸料と斉一的にする，という意義をもっているot畏行的な方式では，賃貸さ

れた実物資産を，惜り手の産業において用いられているものとはみなさず，

これを所有している産業で用いられているように取り扱うのであるが，それ

は実際の賃貸料を粗収入と考え，純所得とは考えぬためであった。 32)ところ

が利子については，実際の支払利子をただちに純月1ft与とみなし，粗収入ある

いは粗支払いとして扱わないのである o Warburtonの新しい論文は，これ

を粗利子と考え，純手iJ子でないと主張するO 33} 

帰属利子の想定に反対する Speagleと Silvermanも，賃貸料と利子との

間に，取り扱い上の統一性を保つべきではなかろうか，とし、っているが 34)

これにたいして Jasziは，粗賃貸料支払い額は要素所得とみなさないのであ

るから，取り扱いについての不統ーはないと反論する。 35)しかし，これでは

いわば同義反復にすぎず，粗利子支払い額ということが何故考えられないか

について，積極的な球出を展開しなし、かぎり，不統一性は依然として残るの

であるO

Jasziはまた，各産業において家計へ支払われた利子と配当のみを計上す

る方法では，いままで企業から借りていた資金を家計から借りるというよう

な，生産的な活動の実体に関係のない，貸し手の側の単なる変更によって，

産業別所得が変化することになり，各産業の国民経済全体にたいする貢献度

が変わってしまうから，不合理ではないかと非難する。 36)しかしながら， f也

の企業から借りているとか，他の企業へ支払っているということは，文字通

り他の企業の活動に依存していることを意味するから，当該企業における純

然たる付加とはみなしえない，と判断することも可能ではなかろうか。労働

用役にかんする支払いも，賃貸家監の用役にかんする支払いも，他の企業に

たいしてなされるときは，それを支払う企業での純付加とはみなさなかった

のである。同ーの労働用役な使用していても，家計への支払い分と企業への
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支払い分の比率が変われば，産業局Ij付加価値は当然変わるのであって，それ

は利子や配当の場合にかぎって起こることではなし、。賃金の場合については

容認しながら，利子の場合についてのみこれを不合理と断定するのは，公平

な処置といえまL、。

要するに，生産要素にたし、ーする報酬という意味の賃金・地代・利子および

利潤は，純粋に理論的な概念であって，現実の支払いもしくは収入の形態で

ある労働用役料・不動産賃貸料・企業剰余とは，決して同じもので、はない。

たとえその現実形態、に，理論的な概念を思わせるような名称が用いられてい

たとしても，両者の相違を看過すべきではない。殊に，ある項目だけについ

てそれを混間するならば，救いがたい混乱をひき起こし無用の虚構を導き入

れてしまうことになろう。これが，金融機関の提供する無償の用役という問

題にかんする，われわれの結論である。

30) Gomment by Warburt口n，O.ρ. cit.， p. 69. 

31) G. Warburton， "Financial Intermediaries，" in Studies in bzcome andWealth， 

Vol. 22， p. 510. 

32) E. F. Denison， "Report on Tripart而 D日ロ田ionsof National Income Meas-

urement，" in ibid， Vol.lO， p. 20. 

33) G. Warburton， op. cit. in Studies Vol. 22， p. 512. 

34) R. E. Speagle and L. Silverman， 0か cit.，p. 134. 

35) G. Jaszi， op. cit. in Studies Vo1.22， Appendix Note 8 :Valuation of Banking 

Services， p. 123. 
36) di tto， p. 121. 
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